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地域支援事業実施要綱の改正に係る介護予防事業のQ&A(追補 )

〔把握方法〕

(問 1)今後、

チェックリス

二次予防事業の対象者を把握する場合、必ず今回改正 した基本

卜のみによる方法に変更 しなければならないのか。

(答 )

今回の改正は、事業の効率化を図ることにより、適切に対象者を把握 しプ

ログラム参加者数を伸ばしていただくことを趣旨としている。そのため生活

機能評価のうち基本チェックリス ト以外の実施を任意化 したところである。

なお、従来の方法でも効率的に対象者を把握できると市町村において判断

されれば、従前どおりで対象者を把握することは問題ない。

(※ )生活機能評価は、基本チェックリス ト、医師が行う問診、身体計測、理学的検査及び血液測定から

なる生活機能チェックと反復唾液廉下テスト、循環器検査、貧血検査及び血液化学検査からなる生活

機能検査によりで構成される。

(間 2)今回の改正前に基本チェックリス トを実施 して候補者となつていた方、

改正前に要介護認定の非該当と判断されたことにより候補者となっていた方

について、現時点でそのまま対象者とすることは可能なのか。

(答 )

対象者 としても問題ないが、なるべ くプログラムに参加する時期に近い時

点での状況を把握 して、対象者を決定 し、プログラムに参加 していただ くこ

とが望ま しい。

(間 3)事業の対象者でない者のうち、基本チェック

つ」に関する項目 (基本チ平ックリス トの 18か ら

どのように取 り扱うべきか。         ・

リス トの「認知症」、「う

25)に該当する場合は、

(答 )

従前どおり、「認知症」、「うつ」については、二次予防事業の対象者でな

い場合においても、可能な限 り精神保健福祉対策の健康相談等により、治療の

必要性等についてアセスメン トを実施 し、適宜、受診勧奨や経過観察等を行つ

ていただきたい。
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〔基本チェック リス ト〕

(間 4)基本チェック リス トに市町村独 自の調査項目を追加 してよいか。

(答 )

基本チェックリス トは、約 1万人を対象に実施した調査結果を踏まえて作

成 したものであり、事業の対象者を把握するためには十分な項目数であると

考えている。しかしながら、対象者の把握以外の目的で、当該調査と合わせ

て実施する方が施策の実施に当たって効率的である場合には、市町村の判断

で項目を一定数追加することは問題ない。

(答 )

地域支援事業実施要綱で「要介護認定において非該当と判定された者につ

いては基本チェックリス トを実施 しなくても二次予防事業の対象者とする」

としているところであり、要介護認定において非該当となった者は対象者と

なる。ただ し、個々人の状況を鑑みて、事業に参加する必要がないと判断さ

れる場合には、事業の参加を任意化するなど、適切に判断していただきたい。

なお、プログラムの選定に当たっては、基本チェックリス トの結果のほか、

介護予防ケアマネジメントの課題分析における本人や家族との面接等の情報

をもとに、必要となるプログラムを決定 していただきたい。

〔要介護認定において非該当と判定された者〕

(間 5)平成 22年 8月 6日 に発出 したQ&A集 (間 12)で 、「要介護認定に

おいて非該当と判定された者については、原則基本チェック リス トを実施 し

な くとも対象者 とできるが、改めて基本チェックリス トを実施 しても良い」

とあるが、当該非該当者に改めて基本チェックリス トを実施 し、該当となら

なか った場合、どちらが優先 されるのか。
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介護予防に係る二次予防事業の流れ

生活機能1低下の早期:巴握の経1路

生活機能の低下が疑われる者  |

嶽漱必要

地域‐包犠支援センタ■

障成不要.

1事1業|の1実1施
― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― … … … 、

ヽ ____="___― ― ― ― ― ― "― 申 ― ―
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関係機関から
の情報提供

住民・民間組織か
らの情報提供

他部局と
の連携

ヽ
、
　
　
´

′

全対象者への基本チェク
リストの酉己布口回収

(ニーズ調査等の活用 )

基本チェックリストの実施

二次予防事業対象者の決定

必要な検査。医師
の判断等の実施

プログラム参加にあたり医師の
判断が必要な者の選定

介護予防ケアマネジメント

課題分析 (アセスメント)

介護予防ケアプラン作成の要否の判断

介護予防ケアプラン作成に代えて
事前・事後の情報共有

介護予防ケアプラン作成

事前アセスメント

個別サービス計画作成

プログラムの実施

事後アセスメント

地域包括支援センターで一定期間後に効果を評価

ヽ
“
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回  |

現時点での案であり、今後変更があり得る

(1) あなたは普段ご自分を健康だと思いますか?・ ・・・・・・・・・・・・・・・・ はい 2 いいえ

はい 2 いいえ(2)こ の3ヶ 月間で 1週間以上にわたる入院をしましたか ?・ ・・・・・・・・・・・・

その理由は何ですか? 当てはまる項目に○を付けてください。

(  )重 い高血圧、脳卒中 (脳 出血、脳梗塞、くも膜下出血)

(  )心臓病 (不整脈、心不全、狭心症、心筋梗塞 )

(  )糖尿病、呼吸器疾患などのため

(  )骨粗霧症や骨折、関節症などによる痛みのため

(  )その他 (         )

(3)あなたはかかりつけの医師等から「運動を含む日常生活を制限」されていますか ?。 1 はい 2.いいえ

その理由は{可 ですか? 当てはまる項目に○を付けてください。

)重い高血圧、脳卒中 (脳 出血、脳梗塞、くも膜下出血)、

)心臓病 (不 整脈、心不全、狭心症、心筋梗塞)

)糖尿病、呼吸器疾患などのため

)骨粗縣症や骨折、関節症などによる痛みのため

)そ の他 (         )

(4)以下のご質問にお答えください (「 はい」、「いいえ」、または「わからない」に○)

① この6ヶ 月以内に心臓発作または脳卒中を起こしましたか?・ ・・・・・・・・ 。1 はい 2 いいえ

② 重い高血圧 (収縮期血圧 180mmHg以上、拡張期血圧 110mmHg以 上)がありますか
。 ・・ ・ ・ ・ ・・・ ・・・ ・ ・ ・ ・ ・・ ・ ・・・・・ ・・・ ・1 はい  2 いいえ  3 わからない

③ 糖尿病で目が見えにくくなつたり、腎機能が低下、あるいは低血糖発作などがあると指摘されていますか?

・ ・・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・・ ・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・ ・・ ・ ・・ ・1,はい  2 いいえ  3.わからない

④ この1年間で心電図に異常があるといわれましたか? ・・・1.はい  2.いいえ  3.わからない

⑤ 家事や買い物あるいは散歩などでひどく息切れを感じますか?・ ・・・・・・・・1.はい  2.いいえ

⑥ このlヶ 月以内に急性な腰痛、膝痛などの痛みが発生し、今も続いていますか?

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1.は い  2.いいえ  3.わからない

(5)あなたは自分の身体を丈夫にし、張りのある生活を送るための取り組みに興味がありますか?

① 足腰の衰えを予防するための取り組みをしてみたい。・・・・・・・・・・ 1.はい 2.いいえ

② 国の機能や肺炎の予防のための取り組みをしてみたい。・・・・・・・・・1.はい 2.いいえ

③ 栄養と体力の改善のための取り組みをしてみたい。・・・・・・・・・・・可.は い 2.いいえ

④ 認知症予防のために脳機能を高める取り組みをしてみたい。・ '・ ・・・・1.はい 2.いいえ

⑤ 気のあった人たちと仲間つくりをしてみたい。・・・・・・・・・:・ ・・・1 はい 2.いいえ

地域包括支援センターが行う事業の実施に当たり、利用者の状況を把握する必要があるときは、要介護認定・要
支援認定に係る調査内容、介護認定審査会による判定結果・意見、及び主治医の意見書と同様に、利用者基本情報、
アセスメン トシ‐ 卜を、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、介護保険施設、主治医その他本事業の実施に
必要な範囲で関係する者に提示することに同意 します。

年   月   日 氏名                     Ep
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利用者基本情報 【案】
現時点での案であり、今後変更があり得る

計画作成者氏名 :

《基本情報》

穐訣1首
| 年 月 日 ( )

来所   ・電話

その他 (          )
初回

再来 (前   /   )

把握経路
1 介護予防検診  2 本人か らの相談  3 家族からの相談

4 非該当  5 新予防か らの移行  6 関1系者  7.そ の他 ( )

本人の状況 在宅・入院又は入所中 ( )

我醜 男・女 M・ T・ S  年  月  日生 (  )歳

TIE L ( )

F AIX ( )

障害高齢者の日常生活自立度  1自 立・」1・ J2・ Al・ A2・ Bl・ B2・ Cl・ C2
認知症高齢者の日常生活自立度  1自立・ I・ Ⅱa・ Ⅱb・ Ⅲa・ Шb・ Ⅳ・M

非該当・要支援 1・ 要支援 2

認定期限 :      年  月  日 ～     年  月  日 (前 回の介護度      )
1直書等認定 身障 (   )・ 療養 (   )・ 精神 (   )・ 難病 (   )・ その他 ( )

住まいの形態 1 -戸建て 2 集合住宅

住まいの所有 1 持ち家 2.民 間賃貸住宅 3.公 営賃貸住宅 4.貸 し間 5 その他 (   )

国民年金・厚生年金・障害年金・生活保護・その他 ( )

続柄 射
肝
権
魔
一

家族構成 ◎=本人、○=女性、日=男性

●■=死亡、☆=キーパーソン

主介護者に「主」

副介護者に「副」

(同居家族等○で囲む)

日中独居 (有 。無

家族関係等の状況

|

驚

薦

無
■
一一一■

， ＝
一

ｒ
．一一一̈
一一■
一
一一一一 警

器聯

氏名■ :続柄 | 住所■連絡先|
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利用者基本情報

《介護予防に関する事項》

今までの生活

‐翠
=?1言

然瀑|

1日 の生活・ ごし方 趣味・楽 しみ・特技

《現病歴 "既往歴と経過》(新 しいものから書く・現在の状況に関連するものは必ず書く)

|‐層‐11 fTl晨雪ξTI濯‐ 111鍵八グ,1
1.治療中

2.経観中

3その他

1.あ り

2 なし

1.治療中

2.経観中

3.その他

1 あり

2 なし

1.治 療中

2経観中

3その他

1 あり

2 なし

1.治 療中

2経観中

3その他

1.あ り

2 なし

《現在利用しているサービス》
/At百1サ■ビズ , j自/AN的 サ|■ビスー

|

地域包括支援センターが行 う事業の実施に当たり、利用者の状況を把握する必要があるときは、要介護認定・要
支援認定に係る調査内容、介護認定審査会による判定結果・意見、及び主治医の意見書と同様に、利用者基本情報、
アセスメントシー トを、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、介護保険施設、主治医その他本事業の実施に
必要な範囲で関係する者に提示することに同意 します。

年 月 日 氏名
ロ
ＩＪ
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アセスメン ト
現時点での案であり、今後変更があり得る

評価者氏名 :           評価月日 : 日

対象者氏 名 :

基

本

続 柄 年 齢 健康状態

普通  
・ 具乳 (ヽ          )

居所

納  
・

 研

勤務

有  ・ 無

項

目

食生活支援者氏名 続柄 年齢 健康状態       1    居所

疑  ・ 熱 (ヽ       )1 評 ]・  勒 ト

勤務

有  ・ 無

以下の地域活動等に参加していますか (あてはまるものすべてに○ )経

１

●
５

祭り・行事 2自 治会・町内会 3
自治体が開く健康診断や健康教室

サークル・自主グループ(住民グループ)

7.その他(           )
4老人クラブ 5ボランティア活動
8参加していない

近所に外出する際の主な移動手段は何ですか(1つ のみ選択)1.徒歩 2.自轄巨 3.バイク 4.自動瓢自う枚運輸

5′ 自動車(月このせてもらう)6電車・バス 7.車いす 8電勤執 すヽ(カート)9歩織静シル|ヽ -10タクシー 11その他(

生

活

ス
タ
イ
ル

日中、一人になることがありますか 11 よくある

② l週間に外出する頻度(通院以外)11 3回以上

③ l週間に親戚・友人が来る頻度 11 3回以上

④ 歩行 : 物につかまって歩いたり、杖を使用したりしていますか

2 たまにある

2 1～ 2回

2 1～2回

3 ない

3 あまり外出しない

3 あまり来ない

:1 はい  2 いいえ

⑤ 食事の準備  : 毎日、調理が自分で出来ていますか 11 はい  2 いいえ

⑥ 買い物 : 生活に必要なものを自分で買いに行けますか 11 はい  2 いいえ

① 身の回りの乱れや汚れを気にしなくなつてきましたか

l②  外出や食事の準備が難しくなってきましたか(億劫になつてきましたか)

1 はい 2 いいえ

11 はい 2 いいえ精

神

面

金銭管理(日 々の支払い行為等を含む)が難しくなつてきましたか 1 はい 2 いいえ

情緒が不安定になることが増えてきましたか

⑤  一人きりになる(している)ことが不安ですか

11 はい 2 いいえ

1 はい 2 いいえ

① 食事回数 食/日

② 食料品の入手方法 スーパー等 移動販売

家族(    )11 できる

そのイⅨ

家族( ll r r*6

配 達 その他(

支
援
状
況

食
に
関
す
る
情
報

2できない   ( a 就労  b他 に要介護者あり c家 が遠い d その他(

:3 つ ところZ層詫んヽ

2 できない ( a 就労  b他 に要介護者あり c家 が遠い d その他(

3 つ ところ必響詫↓ヽ

その他特記すべき事項



絡連務事

平成22年 10月 25日

各都道府県及び市区町村等介護保険主管課 (室 )御中

厚生労働省老健局振
‐ 興 課

老人保健 課

末期がん等の方への福祉用具貸与の取扱等について

介護保険行政の推進につきま しては、日頃からご協力を賜 り厚 くお礼申し上

げます。

さて、本年 4月 30日 に、迅速な介護サービス提供が必要 となる末期がん等
の方への要介護認定等における留意事項 として、暫定ケアプランによる介護サ
ー ビスの提供や迅速な認定調査の実施等について事務連絡を発出 したところで
す :

今般、要介護認定で要支援 1、 2及 び要介護 1と 判定された方のうち、末期
がん等の心身め状態が急速に悪化することが確実に見込まれる方に対する福祉
用具貸与の取扱い及び要介護認定時の留意事項について、改めて下記のとおり
お伝えいたしますので、ご了知願います。

記

.指定福祉用具貸与費及び指定介護予防福祉用具貸与費の算定について
要支援者及び要介護 1の者につぃては、「特殊寝台」、「特殊寝台付属品J、「床

ずれ防止用具」等の利用に際 し、指定福祉用具貸与費及び指定介護予防福祉
用具貸与費が原則として算定できないこととなつています。

ただ し、要支援者及び要介護 1の者であっても、末期がんの急速な状態悪
化等、疾病その他の原因によ り状態が急速に悪化 し、短期間のうちに日常的
に起 きあが りや寝返 り等が困難となることが確実に見込まれる者については、



市町村の判断によ り指定福祉用具貸与費及び指定介護予防福祉用具貸与費を

算定することができます。

なお、判断にあたつては、医師の医学的な所見 (主 治医意見書や医師の診

断書等)に基づき判断され、かつ、サービス担当者会議等を通じた適切なケ

アマネジメントにより福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与が特に必要で

ある旨が判断されている場合、書面等により確認し、その要否を判断してく

ださい (別 添 1及 び2参照)。

2.介護認定審査会が付する意見について

介護認定審査会は、審査判定の結果を市町村に通知する際に、サー ビスの

有効な利用に関する留意事項について意見を付す ことができます (別 添 3参

照 )。

つきましては、末期がんの急速な状態悪化等、疾病その他の原因により状

態が急速に悪化することが見込まれる方については、介護認定審奪会におい

て必要に応じ市町村への意見付記を活用してしヽただきますよう、審査会委員

への周知をお願いします。



２

①

(別添 1)

指定居宅サー ビスに要す る費用の額 の算定に関す る基準 (訪間通所サニ ビス、

居宅療養管理指導及び福祉用具貸与 に係 る部分 )及び指定居宅介護支援 に要

す る費用の額の算 定に関す る基準 の制定 に伴 う実施上 の留意事項 につ いて

～抄ん

平成 12年 3月 1日 老企第 36号
厚生省老人保健福祉局企画課長通知

(最終改正 平成 21年 4月 21日 )

)要 介 護 Tの 者 に係 る指 定福 祉 用 具 貸 与 費

算定の可否の判断基準

要介護―の者 (以下 (2)に おいて 「軽度者」 とい う。)に係る指定福祉用具

貸与費については、その状態像か ら見て使用が想定 しに くい「車いす」、「車

いす付属品」、「特殊寝台」、「特殊寝台付属品」、「床ずれ防止用具」、「体位変

換器」、「認知症老人徘徊感知機器 」及び「移動用 リフ ト(つ り具の部分 を除

く。)」 (以下「対象外種 目」 とい う。)に 対 しては、原則 として算定できな

い。しか しなが ら第二十三号告示第二十一号のイで定める状態像に該当す る

者 については、軽度者であつても、その状態像に応 じて利用が想定され る対

象外種 目について指定福祉用具貸与費の算定が可能であ り、その判断につい

ては、次の とお りとす る。

(中 略 )

ウ また、アにかかわ らず、次の 1)か ら i11)ま でのいずれかに該 当す る

旨が医師の医学的な所見に基づき判断 され、かつ、サー ビス担当者会議

等 を通 じた適切なケアマネジメン トによ り福祉用具貸与が特に必要で

ある旨が判断 されている場合にあつては、これ らについて、市町村が書

面等確実な方法によ り確認す ることによ り、その要否を判断することが

できる。この場合において、当該医師の医学的な所見については、主治

医意見書による確認のほか、医師の診断書又は担 当の介護支援専門員が

聴取 した居宅サー ビス計画 に記載す る医師の所見によ り確認す る方法

でも差 し支えない 6

(中 略 )

li)疾 病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに第
二十三号告示第二十一号のイに該当することが確実に見込まれる者
(例  がん末期の急速な状態悪化)

(後 略 )



(別 添 2)

「指定介護 予防サー ビスに要す る費用の額の算定に関す る基準の制定に伴 う実

施上の留意事項について」の制定及び「指定居宅サー ビスに要す る費用の額の

算定 に関す る基準 (訪 間通所サー ビス及び居宅療養管理指導に係 る部分)及 び

指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関す る基準の制定に伴 う実施上の

留意事項 について」等の一部改正について  ～抄～

平成 18年 3月 17日 老計発第 0317001号
老振発第 0317001号

′               老老発第 0317001号
厚生労働省老健局計画・振興・老人保健課長連名通知

(最終改正 平成 22年 3月 31日 )

2)要 支 援 一 又 は 要 支 援 二 の 者 に 係 る 指 定 介 護 予 防 福 祉 用 具 貸 与 費

①  算 定 の 可否 の判 断 基 準

要支援―又は要支援二の者 (以下 (2)に おいて「軽度者」という。)に 係る

指定介護予防福祉用具貸与費については、その状態像か ら見て使用が想定 し

に くい「車いす」、「車いす付属品」、「特殊寝台」、「特殊寝台付属品」、「床ず

れ防止用具」、「体位変換器」、「認知症老人徘徊感知機器」及び「移動用 リフ

ト (つ り具の部分を除 く。)」 (以下「対象外種目」という。)に対 しては、

原則 として算定できない。しか しなが ら第二十三号告示第六十五号において

準用する第二十二号のイで定める状態像に該当する者については、軽度者で

あっても、その状態像に応 じて利用が想定される対象外種目について指定介

護予防福祉用具貸与費の算定が可能であり、その判断については、次のとお

りとする。

(中 略 )

ウ また、アにかかわ らず、次の i)か ら ili)ま でのいずれかに該当する旨

が医師の医学的な所見に基づき判断され、かつ、サー ビス担当者会議等を

通 じた適切なケアマネジメン トにより介護予防福祉用具貸与が特に必要

である旨が判断されている場合にあつては、これ らについて、市町村が書

面等確実な方法により確認することにより、その要否を判断することがで

きる。この場合において、当該医師の医学的な所見については、主治医意

見書による確認のほか、医師の診断書又は担当職員が聴取 した介護予防サ

ー ビス計画に記載する医師の所見により確認する方法でも差 し支えない:

(中 略 )

il)疾病その他の原因により、状態が急速に悪化 し、短期間の うちに第二

十三号告示第六十五号において準用する第二十一号のイに該当すること

が確実に見込まれる者  (例  がん末期の急速な状態悪化 )

(後 略 )



(男1)恭 3)

介 護 認 定 審 査 会 の 運 営 に つ い て  ～ 抄 ～

平成 21年 9月 30日 老発 0930第 6号

厚 生 労 働 省 老 健 局 長 通 知

3)認 定審査会が付する意見

(中 略 )

(2)要 介護状態の軽減又は悪化の防止のために必要な療養についての意見

介護認定審査会資料か ら読み取れ る状況に基づき、要介護状態の軽減又は、

悪化の防止のために特に必要な療養が あると考え られ る場合、及び指定居宅

サー ビスまたは指定施設サー ビスの有効な利用に関 して被保険者が留意す
べ きことがある場合には、介護認定審査会 と しての意見を付す。

(後 略 )



事 務 連 絡

平成22年 10月 25日

各都道府県及び市区町村等介護保険主管課 (室 )御 中

厚生労働省老健局振 興  課

老人保健 課

末期がん等の方への福祉用具貸与の取扱等について

介護保険行政の推進につきま しては、日頃か らご協力を賜 り厚 くお礼申し上

げます。

さて、本年 4月 30日 に、迅速な介護サー ビス提供が必要 となる末期がん等

の方への要介護認定等における留意事項として、暫定ケアプランによる介護サ

ー ビスの提供や迅速な認定調査の実施等について事務連絡を発出したところで

す。

今般、要介護認定で要支援 1、 2及 び要介護 1と 判定された方のうち、末期
がん等の心身の状態が急速に悪化することが確実に見込まれる方に対する福祉
用具貸与の取扱い及び要介護認定時の留意事項について、改めて下記のとおり
お伝えいたしますので、ご了知願いまり。

.指定福祉用具貸与費及び指定介護予防福祉用具貸与費の算定について

要支援者及び要介護 1の者については、「特殊寝台」、「特殊寝台付属品」、「床

ずれ防止用具」等の利用に際 し、指定福祉用具貸与費及び指定介護予防福祉

用具貸与費が原則として算定できないこととなつています。

ただ し、要支援者及び要介護 1の者であっても、末期がんの急速な状態悪

化等、疾病その他の原因により状態が急速に悪化 し、短期間のうちに日常的

に起 きあが りや寝返 り等が困難 となることが確実に見込まれる者については、

記



市町村の判断により指定福祉用具貸与費及び指定介護予防福祉用具貸与費を

算定することができます。

なお、判断にあたつては、医師の医学的な所見 (主 治医意見書や医師の診

断書等)に 基づき判断され、かつ、サー ビス担当者会議等を通 じた適切なケ

アマネジメン トによ り福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与が特に必要で

ある旨が判断されている場合、書面等により確認 し、その要否を判断 して く

ださい (別 添 1及 び 2参 照 )。

2.介 護認定審査会が付す る意見について

介護認定審査会 は、審査判定の結果を市町村 に通知す る際に、サー ビスの

有効 な利用 に関す る留意事項について意見 を付す ことができます (別 添 3参
照 )。

つ きま して は、末期がんの急速 な状態悪化等 、疾病その他の原因によ り状

態が急速に悪化する ことが見込まれ る方 につ いては、介護認定審査会 におい

て必要 に応 じ市町村への意見付記 を活用 して いただ きます よう、審査会委員
への周知をお願 い します。



末期がん等の方への要介護認定等における対応について
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